
14!"#$%&'($#)*#)広報にしはら!"#$%&'($#)*#)広報にしはら マイナンバーカードをお持ちの方は、土日でも、役場にいかなくても、コンビニで住民票等が取得できます！15

※個人で設置している１０ｋＷ以上の再生可能エネルギー（太陽光）発電設備（屋根等の建材と
構造上一体でないもの）も償却資産に該当します。

償却資産とは、土地及び家屋以外の事業の用に供することのできる資産です。
西原町内で事業を営み、償却資産を所有している法人・個人事業主が申告対象です。
令和7年1月1日現在で所有している資産状況を申告してください。

令和７年度　償却資産の申告をお忘れなく！

※町内事業者に事業用として貸し付けている資産を所有している法人・個人事業主も対象です。

【申告期間】令和7年1月6日(月)～令和7年1月31日（金）8:30～17:15　
　　　　　※12:00～13:00及び土・日・祝日は除く
【申告場所】税務課資産税係の窓口

【償却資産の種類】

※詳細は町ホームページを確認、または下記までお問い合わせください。

構築物
構築物 建築附属設備

機械及び装置 船舶 航空機 車両及び
運搬具

工具、器具
及び備品

～固定資産税についてのお知らせ～

【お問い合わせ】　税務課　資産税係　☎098-945-4729

固定資産税は、毎年１月１日の現況を基準として課税されます。
◎家屋の新・増改築や取り壊した場合
　家屋を取り壊しても届出をしていない、あるいは滅失登記をしていない場合、把握できない事が
ありますので、家屋の新・増改築及び取り壊しがあった場合は、届出してください。
◎下記のように土地の地目・用途等を変更した場合は届出してください。
  ・宅地、原野を畑、資材置場等に変更したとき
  ・店舗、工場、事務所等を住宅等に用途を変更したとき
  ・住宅等を店舗、工場、事務所等に用途を変更したとき
  ・構造上１戸の家屋を増改築等で２戸へ変更したとき

～不動産に関するルールが大きく変わりました～
相続登記が義務化される制度が、令和６年４月からスタートしています。

詳しくは法務局ホームページをご覧ください。

マイナンバーカードに関するお知らせ

【お問い合わせ】  町民課　住民年金係　☎098-945-5012

対  象  者：西原町に住民登録があり、申請の意思がある方
所要時間：約20分 ( 写真撮影 ( 無料 ) を含みます。 )
持  ち  物：①本人確認書類　1点( 運転免許証、パスポート、健康保険証、年金手帳、
　　　　　　　　　　　　　　　こども医療費受給者証、後期高齢者医療受給者証など）
　　　　　②「マイナンバーカード交付申請書」
※お手元に申請書がない方は、本人確認のうえ、申請書再発行の手続きを行います。
※同一世帯でない方の申請書の再発行には、委任状の提出が必要です。
※申請後、カードができあがるまで約1か月ほどかかります。( はがきにてお知らせします。)

■「マイナンバーカード」申請サポート、実施中！
　町民課では、マイナンバーカードの申請のお手伝いを実施しています。

■ 時間外窓口（マイナンバーカード受取り・電子証明書更新等）
開  設  日　１2月3日（火）・１7日（火）
時  間  帯　１７：３０～１９：３０【予約制】

※時間外窓口は予約制となっております。
　ご希望の方は、下記の電話番号
　までお問い合わせください。

※カード受取り時の持ち物（本人確認書類）は、はがき裏面やホームページにてご確認ください。
※ 病気・障がい、その他やむを得ない理由により、代理受取りを希望する場合は、要件や
　 必要書類等の確認がありますので、事前にお電話や来庁等にてご相談ください。

【お問い合わせ】　税務課　資産税係　☎098-945-4729

マイナ保険証をお持ちでなくても、
これまでどおりの医療を、あなたに。
今年の12月2日、現行の健康保険証は新たに発行されなくなり、
マイナ保険証を基本とする仕組みに移行しますが、
マイナ保険証をお持ちでない方も、「資格確認書」で保険診療を
受けられます。
今お持ちの保険証は、有効期限まで利用でき、有効期限が切れる
場合でも、必要な方には「資格確認書」が交付されます。
ご安心ください。

※この件に関する政府からのお知らせは、
　上記キーワードで検索するか、右のQRコード
　からアクセスしてください。

マイナ保険証は、診療履歴に基づいたより良い
医療が受けられるなどのメリットがあります。
マイナ保険証への切り替えをご検討ください。

※「マイナ保険証」とは、健康保険証としての利用登録を
　行ったマイナンバーカードのことです。 政府広報　マイナ保険証

マイナ保険証をお持ちでない方 申請不要で「資格確認書」をお届けします。
新たに後期高齢者になった方 申請不要で「資格確認書」をお届けします。


